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平成22年度 第10回 大阪府河川整備委員会　議事概要

日　時
：平成２3年3月15日（火）13:00～16:15
場　所
：大阪赤十字会館　４F　401会議室
出席者 ：中川委員、中谷委員、野呂委員、弘本委員、堀委員、堀野委員、前迫委員、増田委員、道奥委員
概　要：

（1）委員長選任

・無記名投票の結果、委員長は堀委員に決定。委員長代理として増田委員を指名。

（２）議題
【報告案件】二級河川槇尾川の治水対策の方針について

　　・「槇尾川の治水対策について（私の判断）」（骨子案）により報告

【審議案件】〔以下、○委員　●事務局〕
1 一級河川安威川の治水手法について

〇本委員会では、国のダム検証の審議、事業評価委員会としての審議、河川整備計画としての審議の３つを担うものと理解。安威川は、従前、計画があったが、「今後の治水対策の進め方」を踏まえ、治水目標の検証を行い80ミリが妥当との結論を得たところ。

〇本日の資料によると、全体の総合評価は示されているが、目的別として治水の総合評価、不特定利水の総合評価が欠けている。
●治水、不特定利水、それぞれの総合評価を入れる。

　〇不特定利水の検証と利水撤退による100万㎥の空き容量との関係が分からない。
●ここでは特に治水の検証を中心にしたい。ダム検証後に計画がダムに確定した場合、あらためて利水撤退に伴う空き容量の使い道について議論したい。

　〇ダムを建設するから不特定利水の確保が必要となると理解。ダムが妥当かどうか検証する際に、不特定利水の検証が必要になるのか理解できない。

　〇今回は現計画に対する代替案をもって検証するもので、新しく計画するものではないことから、現計画にある不特定利水もあわせて検証する必要があると考える。

　〇事業評価監視委員会の性格で議論するのであれば、住民意見の聴取をどう考えるのか。
●住民意見は平成22年11月に聴取済み。本日の資料のとおり。

〇検証のフローの中にある「学識者の意見」と「事業評価監視委員会の意見」の二面で検証するという理解。時間的制約を示してほしい。
●平成22年度末までに現計画に対して審議して意見をいただきたい。

○不特定利水140万m3に新規利水100万m3を加えても比較は変わらないということを今回示したという理解。
○今回の不特定利水に関する検証は国の検証に基づくものとの認識で了解。資料修正の上、次回に最終結論を出したい。
2 （仮称）洪水リスク表示図について

〇地形に伴うリスクと川の関係がないとリアリティがない。潮の満ち引きやダムの放流など前提となる条件も明確にすべき。一般の人に対して1/10や1/100がどのような雨かわかるものにすべき。公開は大切だが、活用方法が示されておらず情報が貧困。「逃げる」だけはなく、「しのぐ」をどう考えるか。自治体の活用方法として、都市計画や建築行政も含め、まちづくり、避難所や病院・福祉施設の適切な立地などに活用できるようにすべき。

〇基礎自治体が大きな役割をもつ。具体的な河川で校区単位のワークショップを行い、実践レベルで議論すべき。HPの活用を提案しているが、あまりアクセスしないことから、どう住民に情報を提供するべきか検討を。テクニカルタームの説明や解析の精度も適切に表示すべき。破堤後の時間経過で危険度を示すとのことだが、降雨開始からどのくらいの時間で破堤するかわからないので、それも含めて示すことが重要なのでは。
　〇リスク表示図と洪水ハザードマップの活用方法の違いがわからない。住民に何を知ってほしいのか、行政として何を発信したいのかを示すべき。住民がほしい情報はそれぞれで違うはず。土地利用や開発との連動が大切。

　〇土地利用への活用とリアルタイムの避難判断など、平時と非常時での見せ方の整理が必要。

　〇滋賀県は住民への周知にアニメーションを活用予定。どういう単位で住民に知らしていくかが大切。滋賀県では市町も合併しているため、小回りが利かず、自治会に直接出前講座などで説明するつもり。都市計画は市町との関係となり、建築規制や開発抑制との連動が問題。滋賀県の事例を本委員会でも紹介していきたい。
　〇土地利用図とうまく関連させ、氾濫だけではなく、土砂災害なども加えるべき。環境などとも関連させるなど、広がりをもたせてほしい。

まとめ
①一級河川安威川の治水手法について

・ダム検証手法については了承。

・次回資料精査して意見聴取の上、結論を出す。

②（仮称）洪水リスク表示図について

・本日各委員から出た意見について事務局で検討の上、次回考え方を示すこと。

